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(57) Abstract: Disclosed i s a fuel cell vehicle heating device provided with: a fuel cell wmch generates electricity b y means o f the
chemical reaction between oxygen and hydrogen; a cathode exhaust passage which supplies introduced external air t o a cathode
electrode o f the fuel cell in order t o b e used i n the electricity generating reaction, and through wmch air exhausted by the fuel cell
passes; and an anode exhaust passage through which the hydrogen exhausted from the fuel cell passes. The device i s further pro
vided with a branched passage wmch branches ：from a branching point i n the cathode exhaust passage, and which supplies the air
exhausted from the fuel cell t o a vehicle compartment; and the flow o f the anode exhaust passage i s mixed with the cathode ex
haust passage further t o the down stream side than the branching point. Thus, the exhaust hydrogen gas i n the anode exhaust o f
the fuel cell i s diluted t o a concentration not greater the lower flammability limit, and the waste heat ：from the fuel cell system i s
used, and an air-cooling type fuel cell system can b e used, as i t is, t o heat the inside o f a vehicle compartment.

(57) 要約 :
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

この発 明 は、酸素 と水素 との化学 反応 に よって発 電す る燃料 電池 と、導入 した外 気 を前記燃料電池の 力
ソー ド極 に供給 し発 電反応 に用 い る とともに、前記燃料電池か ら排 出 され た空気が通 るカ ソ一 ド排 気通
路 と前記燃料電池か ら排 出 され た水素が通 るァ ノー ド排気通路 とを備 えた燃料 電池車両の暖房装置 にお
いて、 力 ソー ド排気通路の分 岐点か ら分 岐 し燃料 電池か ら排 出 され た空気 を車室 に供給 す る分 岐通路 を
設 け、分 岐 点 よ りも下流 側 の 力 ソ一 ド排 気通 路 に前 記 ア ノー ド排 気通路 を合 流 させ る ことを特 徴 とす
る。 これ に よ り、燃料 電池の ア ノー ド排 気 中の排 気水素 ガス を可燃下 限濃度 以下 に希釈 す るとともに、
燃料電池 システムの廃 熱 を利用 し、空冷式の燃料 電池 システム をその まま用 いて車室 内 を暖房す る こと
がで きる。



明 細 書

発明の名称 ：燃料電池車両の暖房装置

技術分野

[0001 ] この発明は燃料電池車両の暖房装置 に係 り、特 に、空冷式の燃料電池 シ ス

テ ム を用いて車両の室内を暖房する燃料電池車両の暖房装置 に関する。

背景技術

[0002] 燃料電池車両 に搭載 される燃料電池 シ ステ ム は、電気化学反応 によ り発電

し、 それに付随 して水 を生成する。燃料電池 シ ステ ム の燃料電池は、通常、

セル と呼ばれる最小構成単位 を多数積層 して燃料電池 （スタック）を構成 し

ている。通常の固体高分子型燃料電池 において、図 7 に示すように、セル 2

0 は、水素および空気 （酸素）をそれぞれ供給するアノー ド極 2 0 2 と力

ソ一 ド極 2 0 3 に挟 まれて拡散層 2 0 4 ， 2 0 5 および反応活性化のための

触媒層 2 0 6 ， 2 0 7 、 そ して中央 に水素イオ ンを選択的に透過 させる電解

質膜 2 0 8 を配 している。

アノー ド極 2 0 2 に供給 された水素分子は、 アノー ド極 2 0 2 の電解質膜

2 0 8 の表面 にある触媒層 2 0 6 において活性な水素原子 とな り、 さ らに水

素イオ ンとな って電子を放 出する。図 7 において、 （1 ) で示 されるこの反

応は、以下の式 1 で表 される。

H 2 → H + + e - (式 1 )

式 1 によ り発生 した水素イオ ンは、電解質膜 2 0 8 に含 まれる水分 を伴 つ

てアノー ド極 2 0 2 側 か らカソー ド極 2 0 3 側へ と電解質膜 2 0 8 中を移動

し、 また電子は外部回路 2 0 9 を通 じて力ソー ド極 2 0 3 に移動する。 この

電子の移動 によ り、外部回路 2 0 9 に介装 された負荷 （例 えば、車両の走行

用モータ） 2 1 0 には、電流が流れる。

—方、 力ソー ド極 2 0 3 に供給 された空気中の酸素分子は、触媒層 2 0 7

において外部回路 2 0 9 か ら供給 された電子を受け取 り酸素イオ ンとな り、

電解質膜 2 0 8 を移動 して きた水素イオ ンと結合 して水 となる。図 7 におい



て、 （2 ) で示 されるこの反応は、以下の式 2 で表 される。

- 1/ 2 0 2 + 2 H + + 2 e - → H 2 0 (式 2 )

このように して生成 された水分の一部 は、濃度拡散 によ りカソ一 ド極 2 0

3 か らアノー ド極 2 0 2 へ と移動する。

上述の化学反応 において、セル 2 0 1 内部では電解質膜 2 0 8 や電極 の電

気抵抗 に起因する抵抗過電圧、水素 と酸素が電気化学反応 を起 こすための活

性化過電圧、拡散層 2 0 4 ， 2 0 5 中を水素や酸素が移動するための拡散過

電圧な ど様 々な損失が発生 し、 それによ り発生 した廃熱 を冷却する必要があ

る。

上記セル 2 0 を備 えた燃料電池システムであ って、従来の燃料電池車両

の一般的な水冷式の燃料電池 シ ステ ム の構成 を図 8 に示す。図 8 に示す燃料

電池 シ ステ ム 3 0 においては、前述最小構成単位のセル を多数積層 した燃

料電池 3 0 2 を備 え、高圧水素 タンク 3 0 3 に貯蔵 した圧縮水素 ガスを、 ァ

ノー ド吸気通路 3 0 4 によ り減圧弁 3 0 5 を介 して燃料電池 3 0 2 のァノ一

ド吸気部 3 0 6 に導入 し、一方、 フィル タ 3 0 7 を通 して力ソー ド吸気通路

3 0 8 に吸入 した外気をコンプ レッサ 3 0 9 によ り圧縮 して燃料電池 3 0

の力ソー ド吸気部 3 1 0 に導入することによ り、燃料電池 3 0 2 内に多数積

層 したセルで発電が行われる。

燃料電池 3 0 2 のカソ一 ド排気部 3 1 か らカソ一 ド排気通路 3 2 に排

気された力ソー ド排気は、気水分離器 3 3 によ り排気中の水分の一部が分

離 された後、 力ソー ド系の圧力制御 を目的 と した背圧弁 3 4 を介 して外気

に放 出される。 また、燃料電池 3 0 2 のアノー ド排気部 3 1 5 か らアノー ド

排気通路 3 6 に排気されたアノー ド排気も同様 に、気水分離器 3 7 を通

り、パージ弁 3 8 を経て、 力ソー ド排気通路 3 2 の途中に接続 されたァ

ノ一 ド排気通路 3 6 によ りカソ一 ド排気に混入される。

アノー ド排気部 3 1 5 か らのパージ水素排気量は、 力ソー ド排気量 に比べ

て十分 に相対的に流量が小さい。 このため、 力ソー ド排気によ り、 アノー ド

パージ水素 を可燃下限濃度である 4 % 以下 と して外気に放 出することがで き



る。なお、 システムによっては、水素の利用率 を向上 させるため、 アノー ド

排気通路 3 6 をアノー ド吸気部 3 0 6 にアノー ド戻 し通路 3 9 によ り接

続 し、 アノー ド戻 し通路 3 1 9 に設 けた水素ポ ンプ 3 2 0 を用いて、 ァノ一

ド排気をアノー ド吸気部 3 0 6 に再循環 させるものもある。

[0004] ここで、水冷式の燃料電池システム 3 0 の冷却システム 3 について

説明する。冷却 シ ステ ム 3 の冷却ループの冷却水導入通路 3 2 2 には、

燃料電池 3 0 2 の前段あるいは後段 に水ポ ンプ 3 2 3 を備 え、冷却水 をラジ

ェ一タ 3 2 4 に圧送する。燃料電池 3 0 を冷却 した冷却水は、 ラジェ一タ

3 2 4 において大気 と熱交換 した後、冷却ループの冷却水導 出通路 3 2 5 に

よ り再度燃料電池 3 0 2 に戻される。

冷却 シ ステ ム 3 には、暖房装置 3 2 6 を設 けている。暖房装置 3 2 6

は、冷却水導入通路 3 2 と冷却水導 出通路 3 2 5 との間を接続する暖房通

路 3 2 7 を備 え、暖房通路 3 2 7 にラジェ一タ 3 2 4 と並列に調整弁 3 2 8

を介 して車室内暖房のための ヒータコア 3 2 9 を備 えている。暖房装置 3 2

6 は、暖房が必要な場合は調整弁 3 2 8 を開けることで ヒータコア 3 2 9 に

高温冷却水 を供給 し、送風のための フ ァ ン 3 3 0 を駆動することによ り車室

内の暖房 に供する。ただ し、燃料電池 3 0 2 の廃熱量は、エ ンジンが発生す

る廃熱量 に比べて非常に小さいため、 この他 に電気 ヒータな ど他の補助熱源

を併用するのが一般的である。

[0005] 上述のように、水冷式の燃料電池車両 シ ステ ム 3 0 1 においては、燃料電

池 3 0 2 の出力密度 を向上 させるために、導入空気を圧縮するコンプ レッサ

3 0 9 を始め と して多 くの補機類 を備 えている。 このため、水冷式の燃料電

池システム 3 0 1 は、 システムの複雑化、大型化、重量化、高 コス ト化 に繋

がる。 これに対 して、 コンプ レッサな どの補機類 を極力廃 し、燃料電池の冷

却 に空冷方式を採用 し、 シ ステ ム を簡素化 した空冷式の燃料電池システムが

ある。

図 9 に示すように、空冷式の燃料電池 シ ステ ム 4 0 1 は、前述最小構成単

位のセル を多数積層 した燃料電池 4 0 を備 え、高圧水素 タンク 4 0 3 に貯



蔵 した圧縮水素 ガスを、 アノー ド吸気通路 4 0 4 の減圧弁 4 0 5 によ り降圧

した後 に燃料電池 4 0 2 のアノー ド吸気部 4 0 6 に導入する。一方、燃料電

池システム 4 0 は、一般的に水冷式の燃料電池システムのようにカソ一 ド

吸気における高圧圧縮 コンプ レッサを有 さず、 フィル タ 4 0 7 を通 してカソ

— ド吸気通路 4 0 8 に吸気 した外気を、低圧の空気供給用 ファン （ブロア）

4 0 9 によつて燃料電池 4 0 2 のカソ一 ド吸気部 4 0 に供給する。

力ソー ド吸気部 4 0 に供給 された空気は、水素 との反応 ガスと して燃料

電池 4 0 2 内に多数積層 したセル における発電反応 に供するのみでな く、燃

料電池 4 0 2 における廃熱 を奪 い、燃料電池 4 0 2 を冷却する役割 を有 して

いる。水素 との反応後の空気及び燃料電池 4 0 2 を冷却後の空気は、燃料電

池 4 0 2 のカソ一 ド排気部 4 1 か らカソ一 ド排気通路 4 2 に排気され、

外気に放 出される。燃料電池 4 0 2 のアノー ド排気部 4 1 3 か らアノー ド排

気通路 4 4 に排気されたアノー ド排気は、パージ弁 4 5 を経て、 カソ一

ド排気通路 4 2 の途中に接続 されたアノー ド排気通路 4 1 4 によ りカソ一

ド排気に混入される。 アノー ド側の水素 ガスパージを行 う際には、排気水素

ガスをカソ一 ド側排気によ り可燃下限濃度以下に希釈 して外気に放 出される

この空冷式の燃料電池システム 4 0 には、図 8 に示す水冷式の燃料電池

システム 3 0 のような冷却システム 3 2 を有 していないため、水冷式の

燃料電池システム 3 0 と同様の暖房装置 3 2 6 を実現することはで きない

従来の燃料電池車両の暖房装置 には、燃料電池のカソー ド排気を車室内に

直接排 出するもの （特許文献 1 ) 、燃料電池の力ソー ド排気を車室内に直接

排 出するとともに車室の暖房装置の熱交換器 に導 くもの （特許文献 2 ) 、燃

料電池のカソー ド排気を車室の暖房装置の熱交換器 に導 くもの （特許文献 3

) 、 がある。

先行技術文献

特許文献



[0007] 特 許 文献 1 ：特 開 2 0 0 8 _ 1 0 8 5 3 8 号 公報

特 許 文献 2 ：特 開 2 0 0 2 _ 5 4 7 8 号 公報

特 許 文献 3 ：特 開 2 0 0 1 - 3 0 7 4 2 号 公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 上述 の よ うに、従 来 の燃 料 電池車両 の燃 料 電池 システ ム と して は、 図 8 に

示 す よ うに、複数 のセル を積 層 した燃 料 電池 3 0 2 が発 生 す る廃 熱 を、 車両

用 のエ ンジ ンの廃 熱 と同様 に冷却水 で冷却 す る水冷 式 の燃 料 電池 システ ム 3

0 が一般 的であ る。 水冷 式 の燃 料 電池 シ ス テ ム 3 0 を用 いた燃 料 電池車

両 において は、燃 料 電池 3 0 2 を冷却 して相 対 的 に温度 の上昇 した冷却水 を

、 車両 の暖房装 置 3 2 6 の ヒー タ コア 3 2 9 (熱 交換 器 ） に導 くことによ り

、 その廃 熱 を車室 内の暖房 に利 用 して い る。

—方 で、 水冷 式 の燃 料 電池 シ ス テ ム 3 0 1 と異 な り、 図 9 に示 す よ う、補

機 類 を最 小 限 と して非 常 にシ ンプル な システ ム構成 を実現 可能 な空冷 式 の燃

料 電池 シ ス テ ム 4 0 が知 られ て い る。 空冷 式 の燃 料 電池 シ ス テ ム 4 0 を

用 いた燃 料 電池車両 は、 その構成 が シ ンプル であ り、 小型 軽 量 低 コス ト

な どメ リッ 卜が多 い。

しか し、 空冷 式 の燃 料 電池 シ ス テ ム 4 0 1 は、 車室 内の暖房 に燃 料 電池 4

0 2 の冷却水 の廃 熱 を利 用 で きず、 これ まで に有効 な暖房方法 装 置 に関す

る提 案 がなか った。

[0009] この 発 明 は、燃 料 電池 の ア ノー ド排 気 中の排 気水素 ガス を可燃 下 限濃度 以

下 に希釈 す る とともに、燃 料 電池 システ ムの廃 熱 を暖房 に利 用 す る ことがで

き、 シ ンプル な システ ム構成 であ る空冷 式 の燃 料 電池 システ ム をその まま用

いて車室 内 を暖房 す る ことがで きる燃 料 電池車両 の暖房装 置 を実現 す る こと

を 目的 とす る。

課題 を解決するための手段

[001 0] この 発 明 は、酸 素 と水素 との化学 反応 によ って発 電 す る燃 料 電池 と、導 入

した外 気 を前 記燃 料 電池 の カ ソ一 ド極 に供給 し発 電反応 に用 い る とともに、



前記燃料電池か ら排 出された空気が通 るカ ソー ド排気通路 と前記燃料電池か

ら排 出された水素が通 るアノー ド排気通路 とを備 えた燃料電池車両の暖房装

置 において、前記 カ ソー ド排気通路の分岐点か ら分岐 し前記燃料電池か ら排

出された空気を車室 に供給する分岐通路 を設 け、前記分岐点よ りも下流側の

前記 力ソ一 ド排気通路 に前記 ァノ一 ド排気通路 を合流 させることを特徴 とす

る。

発明の効果

[001 1] この発明の燃料電池車両の暖房装置は、 アノー ド排気中の排気水素 ガスを

可燃下限濃度以下に希釈することがで きるとともに、燃料電池 シ ステ ム の廃

熱 を車室の暖房 に利用することがで きる。

また、 この発明の燃料電池車両の暖房装置は、 シンプルなシステム構成で

ある空冷式の燃料電池 シ ステ ム において、暖房要求された車室内にカ ソ一 ド

排気を直接導入するので、 シンプルな構成のままとすることがで きる。

さ らに、 この発明の燃料電池車両の暖房装置は、 力 ソー ド排気を暖房用 と

パージ水素希釈用 とに分岐させているので、 アノー ド排気中の排気水素 ガス

が暖房要求された車室内に侵入することを防止することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図 1] 燃料電池車両の暖房装置のプロック図である。 （実施例 1 )

[ 図2] 燃料電池車両の暖房装置のフロ一チヤ一 卜である。 （実施例 1 )

[ 図3] 燃料電池車両の暖房装置のプロック図である。 （実施例 2 )

[ 図4] 燃料電池車両の暖房装置の暖房空気流量調整のフローチ ヤ一 卜である。

(実施例 2 )

[ 図5] 燃料電池車両の暖房装置の暖房吹 き出 し温度調整のフローチヤ一 卜であ

る。 （実施例 2 )

[ 図6] 燃料電池車両の暖房装置のプロック図である。 （変形例）

[ 図7] 燃料電池のセルの断面図である。

[ 図8] 水冷式の燃料電池システムのプロック図である。 （従来例）

[ 図9] 空冷式の燃料電池システムのプロック図である。 （従来例）



発明を実施するための形態

[001 3] 以下、 図面 に基づいて、 この発明の実施形態 に係 る実施例 を説明する。

実施例 1

[0014] 図 1 および図 2 は、 この発明の実施例 1 を示すものである。 図 1 において

、 1 は燃料電池車両 に搭載 された空冷式の燃料電池 シ ステ ム である。燃料電

池 システム 1 は、前述のように、 セル と呼ばれ る最小構成単位 を多数積層 し

た燃料電池 2 を備 え、電気化学反応 によ り発電 し、 それ に付随 して水 を生成

する。燃料電池 シ ステ ム 1 は、高圧水素 タンク 3 に貯蔵 した圧縮水素 ガスを

、 アノー ド吸気通路 4 の減圧弁 5 によ り降圧 した後 に燃料電池 2 のアノー ド

吸気部 6 に導入する。一方、燃料電池 シ ステ ム 1 は、一般 的に水冷式の燃料

電池 システムのようにカソ一 ド吸気 における高圧圧縮 コンプ レッサ を有 さず

、 フィル タ 7 を通 して力ソー ド吸気通路 8 に吸気 した外気 を、低圧の空気供

給用 ファン （ブロア） 9 によつて燃料電池 2 のカソ一 ド吸気部 1 0 に供給 す

る。

力ソー ド吸気部 1 0 に供給 された空気は、水素 との反応 ガス と して燃料電

池 2 内に多数積層 したセル における発電反応 に供 するのみでな く、燃料電池

2 における廃熱 を奪 い、燃料電池 2 を冷却する役割 を有 している。水素 との

反応後 の空気及び燃料電池 2 を冷却後 の空気は、燃料電池 2 のカ ソー ド排気

部 1 1 か ら力ソー ド排気通路 1 2 に排気 され、外気 に放 出され る。燃料電池

2 のアノー ド排気部 1 3 か ら排気 され るアノー ド排気は、 アノー ド排気通路

1 4 に導入 され る。 アノー ド排気通路 1 4 は、途 中にパージ弁 1 5 を配設 し

、 力 ソー ド排気通路 1 2 に接続 してい る。 ア ノー ド排気通路 1 4 の ア ノー ド

排気は、パージ弁 1 5 を経て、 カソ一 ド排気通路 1 2 のカソ一 ド排気 に混入

され る。 アノー ド側 の水素 ガスパージを行 う際 には、排気水素 ガスをカソ一

ド側排気 によ り可燃下限濃度以下 に希釈 して外気 に放 出され る。

[001 5] 燃料電池車両 は、燃料電池 システム 1 の廃熱 を利用 した暖房装置 1 6 を備

えている。暖房装置 1 6 は、 力ソー ド排気通路 1 2 の分岐点 1 7 で分岐する

分岐通路 1 8 を設 け、分岐通路 1 8 に調整弁 1 9 を設 けている。分岐通路 1



8 は、調整弁 1 9 を介 して力ソー ド排気通路 1 2 を車室内に連通 している。

暖房装置 1 6 は、 力ソー ド排気通路 1 2 の力ソー ド排気を、分岐通路 1 8 で

車室 に導 いて室内暖房 に利用する。分岐点 1 7 よ りも下流側の力ソー ド排気

通路 1 2 には、前記 アノー ド排気通路 1 4 が接続 され、 アノー ド排気の排気

水素 ガス希釈用に使用する。

前記調整弁 1 9 は、暖房装置 1 6 の制御部 2 0 に接続 されている。制御部

2 0 には、操作者の操作 による暖房の要求の有無および要求熱量 を入力する

暖房要求入力手段 2 を接続 している。制御部 2 0 は、暖房要求入力手段 2

1 の入力に基づいて、分岐通路 1 8 に配設 した調整弁 1 9 の無段階開閉制御

を行 う。

燃料電池車両の暖房装置 1 6 は、図 2 に示すように、制御部 2 0 の制御が

スター トすると （A 0 1 ) 、暖房要求入力手段 2 1 による暖房要求が有 るか

を判断する （A O 2 ) 。 この判断 （A O 2 ) が Y E S の場合は、暖房要求に

応 じて調整弁 1 9 の開度 を無段階に調整 し （A O 3 ) 、 スター ト （A 0 1 )

に戻 る。 この判断 （A O 2 ) が N O の場合は、調整弁 1 9 を閉 じ （A O 4 )

、 スター ト （A 0 1 ) に戻 る。なお、制御部 2 0 は、暖房要求入力手段 2 1

にる暖房要求が無 くなると、調整弁 1 9 を閉 じて制御 をエ ン ドにする。

このように、燃料電池車両の暖房装置 1 6 は、 力ソー ド排気通路 1 2 の分

岐点 1 7 か ら分岐 し、燃料電池 2 か ら排 出された空気を車室 に供給する分岐

通路 1 8 を設 け、分岐点 1 7 よ りも下流側の力ソー ド排気通路 1 2 にァノ一

ド排気通路 1 4 を合流 させている。

これによ り、暖房装置 1 6 は、 アノー ド排気中の排気水素 ガスを可燃下限

濃度以下に希釈するとともに、燃料電池システム 1 の廃熱 を車室の暖房 に利

用することがで きる。 また、 この暖房装置 1 6 は、 シンプルなシステム構成

である空冷式の燃料電池システム 1 において、暖房要求された車室内にカソ

- ド排気を直接導入するので、 シンプルな構成のままとすることがで きる。

さ らに、 この暖房装置 1 6 は、 力ソー ド排気を暖房用 とパージ水素希釈用 と

に分岐させているので、 アノー ド排気中の排気水素 ガスが暖房要求された車



室内に侵入することを防止することがで きる。

また、暖房装置 1 6 は、分岐通路 1 8 に調整弁 1 9 を設 け、暖房要求量 に

応 じて力ソー ド排気流量が変わるように調整弁 1 9 の開度 を変えるので、要

求された暖房量 に応 じたカソ一 ド排気流量 を得 ることがで きる。

なお、暖房装置 1 6 は、車室内に水素濃度 を検 出する水素セ ンサ 2 2 を設

け、 この水素セ ンサ 2 2 を制御部 2 0 に接続 し、水素セ ンサ 2 2 が水素漏れ

を検知 した時に、制御部 2 0 によって調整弁 1 9 の全閉制御 を行 うことで、

水素 ガスが暖房要求された車室内に漏れることを防 ぐことがで きる。

実施例 2

図 3 〜図 5 は、 この発明の実施例 2 を示すものである。

上記実施例 1 の燃料電池システム 1 の燃料電池 2 の冷却後の排気が有する

熱量は、水冷式の燃料電池システ厶の燃料電池の冷却後の冷却水が有する熱

量 に比較 して小さ く、車室内暖房の熱源 と しては十分でないことが多い。 こ

のため、上述 した実施例 1 では、車室内の暖房 と しては不十分 となる場合が

ある。実施例 2 においては、実施例 1 の暖房が不十分 となる場合の改善 を図

つている。

図 3 において、 1 0 1 は燃料電池車両 に搭載 された空冷式の燃料電池シス

テムである。実施例 2 の燃料電池システム 1 0 1 は、セル と呼ばれる最小構

成単位 を多数積層 した燃料電池 1 0 2 を備 えている。燃料電池システム 1 0

1 は、高圧水素 タンク 1 0 3 に貯蔵 した圧縮水素 ガスを、 アノー ド吸気通路

0 4 の減圧弁 1 0 5 によ り降圧 した後 に燃料電池 1 0 2 のァノ一 ド吸気部

1 0 6 に導入する。一方、燃料電池システム 1 0 1 は、一般的に水冷式の燃

料電池システムのようにカソ一 ド吸気における高圧圧縮 コンプ レッサを有 さ

ず、 フィル タ 1 0 7 を通 して力ソー ド吸気通路 1 0 8 に吸気 した外気を、低

圧の空気供給用 ファン （ブロア） 1 0 9 によつて燃料電池 1 0 2 の力ソー ド

吸気部 1 1 0 に供給する。

力ソー ド吸気部 1 1 0 に供給 された空気は、水素 との反応 ガスと して燃料

電池 1 0 2 内に多数積層 したセル における発電反応 に供するのみでな く、燃



料電池 1 0 2 における廃熱 を奪 い、燃料電池 1 0 2 を冷却する役割 を有 して

いる。水素 との反応後の空気及び燃料電池 1 0 2 を冷却後の空気は、燃料電

池 1 0 2 のカソ一 ド排気部 1 1 1 か らカソ一 ド排気通路 1 1 2 に排気され、

外気に放 出される。燃料電池 1 0 2 のアノー ド排気部 1 1 3 か ら排気される

アノー ド排気は、 アノー ド排気通路 1 1 4 に導入される。 アノー ド排気通路

1 4 は、途中にパージ弁 1 1 5 を配設 し、 力ソー ド排気通路 1 1 2 に接続

している。 アノー ド排気通路 1 1 4 のアノー ド排気は、パージ弁 1 1 5 を経

て、 カソ一 ド排気通路 1 1 2 のカソ一 ド排気に混入される。 ァノ一 ド側の水

素 ガスパージを行 う際には、排気水素 ガスをカソ一 ド側排気によ り可燃下限

濃度以下に希釈 して外気に放 出される。

燃料電池車両は、燃料電池 シ ステ ム 1 0 1 の廃熱 を利用 した暖房装置 1 1

6 を備 えている。実施例 2 の暖房装置 1 1 6 は、 力ソー ド排気通路 1 1 2 の

分岐点 1 1 7 で分岐する分岐通路 1 1 8 を設 け、分岐通路 1 1 8 に調整弁 1

9 を設 けている。分岐通路 1 1 8 は、調整弁 1 1 9 を介 して力ソー ド排気

通路 1 1 2 を車室内に連通 している。暖房装置 1 1 6 は、 力ソー ド排気通路

1 2 の力ソー ド排気を、分岐通路 1 1 8 で車室 に導 いて室内暖房 に利用す

る。分岐点 1 1 7 よ りも下流側のカソ一 ド排気通路 1 1 2 には、前記 ァノ一

ド排気通路 1 1 4 が接続 され、 アノー ド排気の排気水素 ガス希釈用に使用す

る。

また、暖房装置 1 1 6 は、調整弁 1 1 9 よ りも下流側の分岐通路 1 1 8 の

合流部 1 2 0 に、外気に開放 した外気通路 1 2 を接続 している。外気通路

2 1 には、外気を導入する押 し込み型の フ ァ ン 1 2 2 を設 けている。外気

通路 1 2 1 は、 フ ァ ン 1 2 2 によ り導入された外気を、合流部 1 2 0 を経て

分岐通路 1 1 8 に導入させ、調整弁 1 1 9 を通過 した力ソー ド排気 と合流 さ

せ、車室内に導入する。 さ らに、暖房装置 1 1 6 は、合流部 1 2 0 よ りも下

流側の分岐通路 1 1 8 に、 P T C ヒータな ど、補助熱源 となる電気 ヒータ 1

2 3 を設 けている。

前記調整弁 1 1 9 と、 フ ァ ン 1 2 2 と、電気 ヒー タ 1 2 3 とは、暖房装置



1 6 の制御部 1 2 4 に接続 されている。制御部 1 2 4 には、分岐通路 1 1

8 か ら車室内へ吹 き出される空気の流量 を検 出する空気流量検 出手段 1 2 5

を接続 し、分岐通路 1 1 8 か ら車室内へ吹 き出される空気の温度 を検 出する

空気温度検 出手段 1 2 6 を接続 し、操作者の操作 による暖房の要求の有無お

よび要求熱量 を入力する暖房要求入力手段 1 2 7 を接続 している。空気流量

検 出手段 1 2 5 及び空気温度検 出手段 1 2 6 は、車室内の分岐通路 1 1 8 の

暖房吹 き出 し部 1 2 8 に備 え られている。

制御部 1 2 4 は、空気流量検 出手段 1 2 5 によ り検 出された実空気流量 と

暖房要求入力手段 1 2 7 によ り設定された暖房要求量 に基づ く目標空気流量

とを比較 し、 この比較結果 に基づいて調整弁 1 1 9 の開度 とファン 1 2 2 の

回転数 とを変える。 また、制御部 1 2 4 は、空気温度検 出手段 1 2 6 によ り

検 出された実空気温度 と暖房要求入力手段 1 2 7 によ り設定された暖房要求

量 に基づ く目標空気温度 とを比較 し、 この比較結果 に基づいて電気 ヒータ 1

2 3 への供給電流 を変える。

[001 9] 燃料電池車両の暖房装置 1 1 6 は、図 4 に示すように暖房空気流量 を調整

し、 また、図 5 に示すように暖房吹 き出 し温度 を調整する。 これ らの制御 は

、制御部 1 2 4 によ り以下のように並列に処理 される。

[0020] 暖房空気流量の調整 は、図 4 に示すように、制御部 1 2 4 による暖房空気

流量の調整の制御がスター トすると （B 0 1 ) 、暖房要求入力手段 1 2 7 に

よる暖房要求が有 るかを判断する （B 0 2 ) 。 この判断 （B 0 2 ) が Y E S

の場合は、実空気流量が 目標空気流量未満であるかを判断する （B 0 3 ) 。

この判断 （B 0 3 ) が Y E S の場合は、調整弁 1 1 9 が全開であるかを判

断する （B 0 4 ) 。 この判断 （B 0 4 ) が N O の場合は、調整弁 1 1 9 を徐

々に開 き （B 0 5 ) 、 スター ト （B 0 1 ) に戻る （B 0 6 ) 。 この判断 （B

0 4 ) が Y E S の場合は、 ファン 1 2 4 の回転数 を徐 々に増加 し （B 0 7 )

、 スター 卜 （B 0 1 ) に戻る （B 0 8 ) 。

これに対 して、前記判断 （B 0 3 ) が N O の場合は、 ファン 1 2 2 が停止

しているかを判断する （B 0 9 ) 。 この判断 （B 0 9 ) が Y E S の場合は、



調整弁 1 1 9 を徐 々に閉 じ （B 1 0 ) 、 スター ト （B 0 1 ) に戻る （B 1 1

) 。 この判断 （B 0 9 ) が N O の場合は、 ファン 1 2 2 の回転数 を徐 々に減

少 し （B 1 ) 、 スター ト （B 0 1 ) に戻る （B 1 3 ) 。

—方、前記判断 （B 0 2 ) が N O の場合は、電気 ヒータ 1 2 3 を停止 し （

B 1 4 ) 、 フ ァ ン 1 2 2 を停止 し （B 1 5 ) 、調整弁 1 1 9 を閉 じ （B 1 6

) 、 スター 卜 （B 0 1 ) に戻る （B 1 7 ) 。

[0021 ] このように、暖房装置 1 1 6 の制御部 1 2 4 は、暖房要求を検知 した場合

、車室内の分岐通路 1 1 8 の暖房吹 き出 し部 1 2 8 に備 える空気流量検 出手

段 1 2 5 によ り測定された実空気流量 と、暖房要求入力手段 1 2 7 による操

作者の要求に基づいた 目標空気流量 とを比較する。制御部 1 2 4 は、実測空

気流量が 目標空気流量 に満たない場合、調整弁 1 1 9 が全開でなければ、調

整弁 1 1 9 を徐 々に開 くことによ り供給空気流量 を増加 させる。制御部 1 2

4 は、調整弁 1 1 9 が全開であ っても、 まだ流量が不足する場合はフ ァ ン 1

2 2 の回転数 を徐 々に増加 させて空気流量 を増加 させる。

逆 に、制御部 1 2 4 は、実空気流量が 目標空気流量 よ りも大 きくな つた場

合、 フ ァ ン 1 2 2 が回転 中であれば、 その回転数 を徐 々に低減 させ、 フ ァ ン

2 2 が停止 している時には、調整弁 1 1 9 を徐 々に閉 じることによ り実空

気流量 を目標空気流量 に合わせるように制御する。暖房要求入力手段 1 2 7

による暖房要求が無い場合 には、電気 ヒータ 1 2 3 および フ ァ ン 1 2 2 を停

止 し、調整弁 1 1 9 は閉 じるように制御する。

これ に よ り、 この燃料電池車両の暖房装置 1 1 6 は、暖房要求された車室

内への 目標空気流量 に合わせて、空気流量 を変えることがで きる。なお、暖

房吹 き出 し部 1 2 8 に空気流量検 出手段 1 2 5 を設 けたが、 フ ァ ン 1 2 2 の

回転数や燃料電池 シ ステ ム 1 0 1 の運転状態か ら空気流量 を予測可能な場合

は、空気流量検 出手段 1 2 5 を省略することが可能である。

[0022] また、暖房吹 き出 し温度の調整 は、図 5 に示すように、制御部 1 2 4 によ

る暖房吹 き出 し温度の調整の制御がスタ一 卜すると （C 0 1 ) 、暖房要求入

力手段 1 2 7 による暖房要求が有 るかを判断する （C O 2 ) 。 この判断 （C



0 2 ) がY E S の場合は、実空気温度が目標空気温度未満であるかを判断す

る （C 0 3 ) 。

この判断 （C 0 3 ) がY E S の場合は、電気ヒータ 1 2 3 への供給電流を

徐々に増加 し （C O 4 ) 、スター 卜 （C O 1 ) に戻る （C O 5 ) 。この判断

( C O 3 ) が N Oの場合は、電気ヒータ 1 2 3 への供給電流を徐々に減少 し

( C 0 6 ) 、スター ト （C 0 1 ) に戻る （C 0 7 ) 。

—方、前記判断 （C O 2 ) が N Oの場合は、電気ヒータ 1 2 3 を停止 し （

C O 8 ) 、 ファン 1 2 2 を停止 し （C O 9 ) 、調整弁 1 1 9 を閉 じ （C 0

) 、スター 卜 （C 0 1 ) に戻る （C 1 1 ) 。

[0023] このように、暖房装置 1 1 6 の制御部 1 2 4 は、暖房要求を検知 した場合

、暖房吹き出し部 1 2 8 に備える空気温度検出手段 1 2 6 により測定された

実空気温度と、暖房要求入力手段 1 2 7 による操作者の要求に基づいた目標

空気温度とを比較する。制御部 1 2 4 は、実空気温度が目標空気温度に満た

ない場合、電気ヒータ 1 2 3 への供給電流を徐々に増加させることにより吹

き出し空気温度を上昇させる。逆に、制御部 1 2 4 は、実空気温度が目標空

気温度を上回る場合、電気ヒータ 1 2 3 への供給電流を徐々に減少させ、吹

き出し空気温度を下げる。暖房要求入力手段 1 2 7 による暖房要求が無い場

合には、電気ヒータ 1 2 3 およびファン 1 2 2 を停止 し、調整弁 1 1 9 は閉

じるように制御する。

これにより、この燃料電池車両の暖房装置 1 1 6 は、暖房要求された車室

内への目標空気温度に合わせて、吹き出し空気温度を変えることができる。

[0024] ここで、燃料電池システム 1 0 1 の力ソー ド排気について説明する。上述

の通り、燃料電池システム 1 0 1 の力ソー ド排気は、水素と酸素の電気化学

反応に伴って生 じた水分を含むため、吸気に比較 して相対的に湿度が上昇 し

ている。 したがって、冬季や雨天時の暖房時において、フロン トウィン ドウ

など車室内の窓の曇りが懸念される。

この懸念を解決するため、実施例 2 の燃料電池車両の暖房装置 1 1 6 にお

いては、制御部 1 2 4 により以下のような制御を行う。すなわち、暖房装置



1 6 は、車室のフロン トウィン ドウの曇 りを検知するウィン ドウ曇 り検知

手段 1 2 9 を設 け、制御部 1 2 4 に接続する。制御部 1 2 4 は、 ウィン ドウ

曇 り検知手段 1 2 9 によ りフロン トウィン ドウの曇 りが検知 された時には、

調整弁 1 1 9 の開度 を予め設定された開度以下に して力ソー ド排気を減少さ

せ、 ファン 1 2 2 によ り導入される外気量 を増加 させる。

このように、暖房装置 1 1 6 は、 フロン トウィン ドウの曇 りが発生 し、 そ

れをウィン ドウ曇 り検知手段 1 2 9 が検知 し、曇 り検知信号が制御部 1 2 4

に伝達 されると、制御部 1 2 4 によって調整弁 1 1 9 の最大開度 をある特定

の閾値 に制限する。暖房装置 1 1 6 の配管径ゃ、燃料電池 1 0 2 の排気流量

とファン 1 2 2 による吸入空気流量 との関係な どか ら定め られた閾値 を調整

弁 1 1 9 の最大開度 とすることによ り、燃料電池 1 0 2 の力ソー ド排気流量

最大値が減少する。 それによ り、外気か らの温度の低 いファン 1 2 2 による

吸入空気流量が相対的に増加 し、 フロン トウィン ドウの曇 りを解消すること

がで きる。なお、制御部 1 2 4 に入力される曇 り検知信号は、 フロン トウイ

ン ドウの曇 りを視覚的に検知 した乗員が、何 らかのスィ ッチを操作するな ど

によ り制御部 1 2 4 に伝達 される構成 とすることもで きる。

また、 この実施例 2 の暖房装置 1 1 6 においては、車室内に水素濃度 を検

出する水素セ ンサ 1 3 0 を設 け、 この水素セ ンサ 1 3 0 を制御部 1 2 4 に接

続 し、水素セ ンサ 1 3 0 が水素漏れを検知 した時に、制御部 1 2 4 によって

調整弁 1 1 9 の全閉制御 を行 うことで、水素 ガスが暖房要求された車室内に

漏れることを防 ぐことがで きる。

なお、実施例 2 の燃料電池車両の暖房装置 1 1 6 においては、電気 ヒータ

1 3 前段の外気通路 1 2 に外気導入用の押 し込み型のファン 1 2 2 を設

けたが、図 6 に示すように、電気 ヒータ 1 2 3 後段の分岐通路 1 1 8 に吸い

込み型のファン 1 3 を設 けてもよい。

この実施例 2 の燃料電池車両の暖房装置 1 1 6 においても、前述実施例 1

と同様 に、 力ソー ド排気通路 1 1 2 の分岐点 1 1 7 か ら分岐 し燃料電池 1 0

2 か ら排 出された空気を車室 に供給する分岐通路 1 1 8 を設 け、分岐点 1 1



7 よ りも下流側の力ソー ド排気通路 1 1 8 にアノー ド排気通路 1 1 4 を合流

させているので、 アノー ド排気中の排気水素 ガスを可燃下限濃度以下に希釈

するとともに、燃料電池システム 1 の廃熱 を車室の暖房 に利用することがで

きる。

また、 この実施例 2 の暖房装置 1 1 6 は、前述実施例 1 と同様 に、 シ ン プ

ルなシ ステ ム構成である空冷式の燃料電池 シ ステ ム 1 0 1 において、暖房要

求された車室内にカソ一 ド排気を直接導入するので、 シンプルな構成のまま

とすることがで き、 カソ一 ド排気を暖房用 とパージ水素希釈用 とに分岐させ

ているので、 アノー ド排気中の排気水素 ガスが暖房要求された車室内に侵入

することを防止することがで きる。 さ らに、 この実施例 2 の暖房装置 1 1 6

は、分岐通路 1 1 8 に調整弁 1 1 9 を設 け、暖房要求量 に応 じて力ソー ド排

気流量が変わるように調整弁 1 1 9 の開度 を変えるので、要求された暖房量

に応 じたカソ一 ド排気流量 を得 ることがで きる。

産業上の利用可能性

この発明は、燃料電池車両 に搭載 した燃料電池 シ ステ ム の 暖房装置 に関す

るものであるが、住宅用な ど定置型空冷式の燃料電池 シ ステ ム を用いた室内

暖房への適用も可能なものである。

符号の説明

1 燃料電池 シ ステ ム

2 燃料電池

3 高圧水素 タンク

4 アノー ド吸気通路

5 減圧弁

6 アノー ド吸気部

7 フィル タ

8 カソ一 ド吸気通路

9 空気供給用 フ ァ ン

1 0 力ソー ド吸気部



カ ソ一 ド排気部

カ ソ一 ド排気通路

ア ノー ド排気部

ア ノー ド排気通路

パージ弁

暖房装置

分岐点

分岐通路

調整弁

制御部

暖房要求入力手段



請求の範囲

酸素 と水素 との化学反応 によって発電する燃料電池 と、

導入 した外気を前記燃料電池のカソー ド極 に供給 し発電反応 に用い

るとともに、前記燃料電池か ら排 出された空気が通 るカソ一 ド排気通

路 と前記燃料電池か ら排 出された水素が通 るアノー ド排気通路 とを備

えた燃料電池車両の暖房装置 において、

前記 カソー ド排気通路の分岐点か ら分岐 し前記燃料電池か ら排 出さ

れた空気を車室 に供給する分岐通路 を設 け、

前記分岐点よ りも下流側の前記 力ソー ド排気通路 に前記 ァノー ド排

気通路 を合流 させることを特徴 とする燃料電池車両の暖房装置。

前記分岐通路 に調整弁 を設 け、

暖房要求量 に応 じてカソー ド排気流量が変わるように前記調整弁の

開度 を変えることを特徴 とする請求項 1 に記載の燃料電池車両の暖房

装置。

車室内に水素濃度 を測定する水素セ ンサを設 け、

前記水素セ ンサによ り水素漏れが検知 された時には前記調整弁 を全

閉 とすることを特徴 とする請求項 2 に記載の燃料電池車両の暖房装置

外気を導入するファンと、

前記 ファンによ り導入された外気 と前記調整弁 を通過 した力ソー ド

排気 とを合流 させ、車室内に導入する通路 と、

車室内八の空気流量 を検 出する空気流量検 出手段 とを設 け、

前記空気流量検 出手段 によ り検 出された実空気流量 と暖房要求量 に

基づ く目標空気流量 とを比較 し、 この比較結果 に基づいて前記調整弁

の開度 と前記 ファンの回転数 とを変えることを特徴 とする請求項 2 又

は請求項 3 に記載の燃料電池車両の暖房装置。

フロン トウィン ドウの曇 りを検知するウィン ドウ曇 り検知手段 を設

け、



前記 ウィン ドウ曇 り検知手段 によ りフロン トウィン ドウの曇 りが検

知 された時には、前記調整弁の開度 を予め設定された開度以下に し、

前記 フ ァ ンに よ り導入される外気量 を増加 させることを特徴 とする請

求項 4 に記載の燃料電池車両の暖房装置。
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